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The 65th Annual Conference of the Japanese Society for Public Health, chaired by
Professor Sadanobu Kagamimori, was held on October 25−27, 2006 in Toyama
Kenminkaikan and Toyama International Conference Center. The conference was
entitled “Healthy Society”. The total number of participants was more than 3000.
Participants consisted mainly of government officials, medical doctors, and public
health nurses, and other related specialists. The conference contained presidential
lecture, preliminary lecture by Professor Sir Michael Marmot (University College
London, the UK), a leading researcher for health inequalities, main symposium, 7
satellite symposia, 6 educational lectures, 7 forums, and 2 special programmes, some
of which were opened to the general public. There were approximately 1500 oral and
poster presentations. Based on these thought-provoking programmes, we discussed
how we should construct our society in this century. The conference has been
historically organised by the collaboration of prefectural office for health and welfare
and public health department at university. In addition to the academic contents, the
effective collaboration with local government, convention company, and travel agency
played a crucial role for the success of this conference.
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組織である。よって主たる分野だけでも母子保
健・学校保健・成人老人保健・産業保健・感染
症・生活習慣病・精神保健福祉・食品衛生・栄養
改善・環境衛生保健・国際保健など多岐にわたっ
ている。県民会館と国際会議場をメイン会場とし
て開催した６５回日本公衆衛生学会においても，表
１にみられるような実践的且つ学際的な分野を集
学させ出席者約３３００人の学術集会を開催するに
至った。
メインテ－マ「健康な社会」
第６５回日本公衆衛生学会開催にあたっては，公
衆衛生の意義として健康に深く係わる社会の状況
に焦点をあてた。WHO の健康の定義における身
体と精神の次に掲げる社会的 well-being を中心
として学会テーマを設定して『健康な社会～安
全・安心への公衆衛生からのアプローチ～』と題
して学会全体を展開していく運びとなった。
本テーマは，第１に社会経済的あるいは地理環
境的要因による「健康格差」にきわめて感度の高
い反応をし続けている欧米の公衆衛生領域と対応
する国際的なものである。そしてここ数年，格差
拡大が社会全体の健康水準の低下と関連すること
が報告されるなかで，保健医学の長年の活動成果
として，本テーマの先駆者であるロンドン大学の
マイケルマーモット教授をはじめ，健康格差問題
を扱う専門家を招聘することが出来た。一方，安
全・安心というキーワードにおいても，地域にお
けるそれら課題を健康の側面からアプローチする
ことで真に健康な社会を検討することが可能であ
るとの考えに至った。
その中の重要なイシューとして，こどもを安心
して育てられる地域の安全安心に焦点をあて富山
県知事と共に市民公開フォーラムを開催したほ
か，災害や都市計画の講演も取り入れるなど従来の公衆衛生の主分野に加え，広く社会の健康を扱い新たな
可能性を探索する大会ともなった。これら学会プログラムのコアを表２に示した。
本学会の実績
本学会は総括事務局を富山県厚生部に置く学会長を中心とした組織の中で，別途学術部会を本学保健医学
講座に，また実際の運営管理を行う運営事務局を地域のイベント会社に委託して開催した。それぞれの担当
が有機的に機能するためにお互いのノウハウを出しあい，学会総会の運営に当たった。
演題及び参加登録はオンラインシステムにより行った。演題登録業務においても登録に関する案内，管理
は運営事務局が，登録後の各演題の分類や学術的内容に関する会員への個別対応は学術部会が，また学会運
営までのスケジューリング，関係団体への依頼等を県が担当するなどの連携がなされた。
学会の演題は計１，４５５件でうち口演が２０２件，示説が１２５３件となった。また演題は扱う分野によって登録数
に偏りがあったものの，「高齢者保健福祉・介護（２１６件）」，「親子保健・学校保健（１６０件）」，「ヘルスプロ
モーション・健康日本２１・QOL（１５８件）」，「地域保健・地域医療（１３９件）」，「健康教育（１３１件）」など学
会テーマである『健康な社会』に対応した分野のものが多く集まったことはこの学会の大きな実績であった。
表１ 公衆衛生主分野（第６５回公衆衛生学会例）
第１分科会 疫学・保健医療情報
第２分科会 健康教育
第３分科会 ヘルスプロモーション，健康日本２１，QOL
第４分科会 保健所，衛星行政，健康危機管理
第５分科会 地域保健，地域医療
第６分科会 難病・障害・医療福祉
第７分科会 成人保健Ⅰ（循環器疾患，悪性新生物）
第８分科会 成人保健Ⅱ（その他）
第９分科会 親子保健・学校保健
第１０分科会 高齢者保健福祉・介護
第１１分科会 精神保健福祉
第１２分科会 口腔保健
第１３分科会 感染症
第１４分科会 公衆栄養
第１５分科会 食品衛生・薬事衛生
第１６分科会 産業保健
第１７分科会 環境保健・生活環境衛生
第１８分科会 国際保健
マイケル卿による招待講演風景
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入場者数においては有料入場者数の合計が３１０８人と予想
を超える入場者数であった。また入場者数の内訳は，予防
医学および公衆衛生という分野の人々が数多く参加した。
全体参加数の２８．９％を占める保健師を始め，医師２６．３％
（内１５．１％が行政・１１．２％が教育・研究関連），つづいて健
康教育系（４．８％），看護師（４．４％），栄養士（４．１％）と続
いた。これら主たる参加者においても様々な分野の実践家
及び専門家が参加していることも本学会の実績の一つであ
ろう。更には自由集会３３件，一般紹介ブース２２件，企業展
示コーナ ２ー３件を始め，地域計画紹介ブース１２件といった
県内外の行政との連携よる学会活動のにぎわいも本学会に特徴的な成果であった。
本学会の評価及び課題
本学会のような大規模な学会を主宰するという立場から自己評価及び課題を考察したい。
まず今回のテーマである『健康な社会～安全・安心への公衆衛生からのアプローチ』というタイトルは学
表２ 第６５回日本公衆衛生学会プログラム一覧
学会長講演 地域の安全・安心を護る公衆衛生活動
招待講演 健康な社会―生活と仕事
メインシンポジウム 安全・安心な社会と公衆衛生
シンポジウム１ 安全で安心して暮らせるまちづくり
シンポジウム２ 住宅と健康・福祉
シンポジウム３ 災害・事故と公衆衛生活動
シンポジウム４ 社会経済的環境による健康の格差
シンポジウム５ 安全・安心の保健医療―医療制度改革の目指すべき方向―
シンポジウム６ 小児期の生活習慣と心身の成長
シンポジウム７ 食の安全を足元から見直す
教育講演１ 格差拡大と社会問題
教育講演２ 感染症研究の新しい枠組み
教育講演３ たばこ対策の国際的潮流と今後の展望
教育講演４ NPO 法人が社会を変える―富山型デイサービスの１３年―
教育講演５ ハリケーンカトリーナが教えてくれた安全持続都市
教育講演６ 予防活動評価のための医療費分析
公開フォーラム 子どもの安全と健康 子供を安心して育てられる地域づくり
フォーラム１ 健康日本２１推進のために行政等の公的セクターが果たすべき役割
フォーラム２ 公衆衛生専門職について
フォーラム３ 介護予防
フォーラム４ 健やか親子２１の新たな展開
フォーラム５ ２０世紀の公害病
フォーラム６ 様々な場で働く『保健師』に必須な能力と教育内容の明確化
プログラム１ がん検診アセスメント・実施マネジメントの考え方
プログラム２ 迫り来る新型インフルエンザへの対応
ポスター発表会場
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術分野のみのテーマではなく，また行政のみのテーマでも特定の地域のみのテーマでもないといった社会全
体が注目したという点で，入場者数や演題登録数に表れるような実績を残すことができたと思われる。入場
者数も東京都１４．３％をはじめ，大阪府８．０％，富山県５．２％，愛知県５．２％と都市圏からの参加者も多く，学
術分野への貢献だけでなく，地域における学術活動モデルとして富山の文化・芸術支援の一環となったこと
も特筆すべき点であろう。また今回のテーマを構成している健康格差に関する国際色豊かな講演及び，安全
安心に係る様々な分野の専門家による大規模なシンポジウムの開催，更には富山県知事の基調講演や富山市
をはじめ各市町村からの支援など，国際的且つ学際的な学術大会の地域開催における多くの可能性を示唆す
るものとなった。
中でもこうした全国的な学会を地域で開催することで，各講演者や参加者がゆっくり滞在し，豊かな交流
を持つことが可能であった点も本学会の成果といえよう。
一方こうした学会を開催するにあたって日本公衆衛生学会及び富山県，その他自治体や地元企業などの支
援及び協力が非常に際立った反面，大学における学会の位置づけが不明瞭であったことが課題として挙げら
れる。従来学会活動は研究者及び講座等の個別活動として大学が組織的に支援する体制は整っていない。但
しこうした大規模な学会を運営するにあたって，大学の社会貢献として，大学運営の一環として，また研究
者のモチベーションや帰属意識の向上のために大学の中での学会活動の明確な位置づけは今度重要になると
考える。独立行政法人化を果たした国立大学がそれぞれの個性を活かしながら地域に根付いた教育研究活動
を推進していくためにも，大学自体の学会への積極的参加や支援といったものが必要であると考える。特に
地域連携・地域貢献を大きな柱とする本学の方針からも，本学会のように地域の活性と直結する活動は，研
究者と地域の自治体や企業との連携にのみ依存せず，大学の具体的な支援策が重要だと考える。
終わりに
本学会の報告としていくつかの視点から実績を評価したが，本学会は先にも述べたとおり，多くの方の協
力とそれまでの学術活動の歴史があって初めて成功を収めることができた。また地域との連携においても開
催のための形式的な事務局の運営ではなく，その先にある地域における学術交流の意義や必要性を理解しあ
うことで有機的な組織運営が可能になったと考える。こうした学会活動を通して，研究・教育活動の更なる
発展，そして国際的な学術活動に対する一般市民への認知，さらには大学と地域や市民が一体となった本当
の意味での『健康な社会』の構築への一助になったであろうと考える。また，運行間もない次世代型公共交
通機関のライトレール（ポートラム）が，学会でも取り上げた「人と人のつながり」あるいは「車中毒」に
対する具体的な施策の例として見たり試乗したりしていただいたことも時宜にかなうものとなった。
今後，学術研究としての本学会活動を基盤にしつつ，地域における大学や教育のあり方も含めた健康な社
会の構成要素として，今回得た経験及び知見をさらに展開
していく所存である。最後に本学会において全国から集
まった会員並びに招聘者たちに評判の高かった健康な富山
の象徴である「おわら」の実演を掲載し，本報告の結びと
したい。
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